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第５回地域産業活性化ワーキング・グループ 

議事概要

１．日時 ： 令和４年４月26日（火） 10:00～11:24 

２．場所 ： オンライン会議  

３．出席者 ：  

（委 員）夏野剛議長、大槻奈那議長代理、岩下直行座長、本城慎之介座長代理、 

佐藤主光、御手洗瑞子、武井一浩 

（専門委員）青山浩子、小針美和、南雲岳彦、林いづみ、井上岳一、落合孝文、 

竹内純子、堀天子  

（政 府）牧島大臣  

（ 事 務 局 ）村瀬規制改革推進室長、辻規制改革推進室次長、渡部規制改革推進室次長、

山西規制改革推進室次長、川村規制改革推進室参事官、天田規制改革推進

室参事官、赤坂規制改革推進室企画官 

（ヒアリング出席者）

国土交通省：竹内不動産・建設経済局参事官（不動産管理業）  

観光庁：牧田観光産業課民泊業務適正化指導室長  

一般社団法人住宅宿泊協会 代表理事／  

株式会社百戦錬磨：上山代表取締役 

(一般社団法人住宅宿泊協会関係者)  

株式会社ポリフレクト：宮田代表取締役  

(一般社団法人住宅宿泊協会関係者)  

Airbnb Japan 株式会社：大屋公共政策本部長  

(一般社団法人住宅宿泊協会関係者)  

Trip.comグループ：植田政府関係本部長  

(一般社団法人住宅宿泊協会関係者)  

弁護士／GR Japan株式会社：岩堀取締役  

一般社団法人シェアリングエコノミー協会：安井公共政策部長  

一般社団法人シェアリングエコノミー協会：宇根公共政策・認証制度担当 

４．議題 ： 

（開会） 

１．地方での民泊の推進に向けた住宅宿泊管理業の担い手確保 

２．規制改革ホットライン処理方針  

（閉会） 

５．議事概要： 

○岩下座長 それでは、定刻になりましたので、ただいまより、第５回「地域産業活性化
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ワーキング・グループ」を開催させていただきます。 

 本日は「地方での民泊の推進に向けた住宅宿泊管理業の担い手確保」について、御審議

いただきます。 

 本日は、牧島大臣にも御出席いただいております。 

 最初に、牧島大臣より御挨拶をいただきたいと思います。牧島大臣、よろしくお願いい

たします。 

○牧島大臣 皆様には、規制改革の御議論、本日も御参加いただきまして、誠にありがと

うございます。 

 今回の議題は、民泊制度に関して、地方における住宅宿泊管理業の担い手確保です。 

 住宅宿泊事業法が2018年６月に施行されて以降、空き家率の多い地方において、民泊を

活用した地方創生に取り組もうとする事例が出てきています。このような取組が、さらに

広がれば、空き家問題の解決や、ホテル・旅館が存在しないエリアにおける新たな観光需

要の創出にも寄与することが期待されます。 

 しかしながら、本日御説明いただく資料にも紹介されていますが、空き家の住宅を活用

した民泊物件を管理する管理業者が少ないため、民泊を始められないケースがあると承知

しています。 

 その要因の１つとして、管理業者になるための要件、具体的には、不動産管理に関係す

る免許や資格、または、２年以上の不動産管理に関する実務経験などが必要という点が厳

しいという声があるとお聞きしています。 

 地方で民泊を増やしていくためには、それぞれの地方において適切に民泊物件を管理で

きる管理業者の増加が求められます。 

 国土交通省におかれては、民泊による地方創生を後押しすべく、地方における管理業者

の担い手確保策についての検討を進め、できる限り早期に結論を得るよう、お願いいたし

ます。 

 私からは、以上です。 

○岩下座長 牧島大臣、どうもありがとうございました。 

 それでは、議題１に入ります。 

 まず、住宅宿泊協会の上山様より、今回の御要望について御説明いただきます。その後、

国土交通省の竹内参事官より御説明いただき、質疑応答を行いたいと思います。 

 それでは、上山様、よろしくお願いいたします。 

○上山代表理事 ただいま御紹介いただきました、住宅宿泊協会、代表理事を務めており

ます上山でございます。本日は、このような機会を頂戴しまして本当にありがとうござい

ます。 

 早速ですが、資料に沿って御説明をいたします。 

 次のページお願いします。 

 今回、御提案としまして、私たちの住宅宿泊協会、通称JAVR（ジャブラ：Japan Association 
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of Vacation Rental）と呼ばせていただいておりますが、JAVRとシェアリングエコノミー

協会、この２社からの共同提案とさせていただきたいと思います。 

 まず、住宅宿泊協会に関しましては、国内外の主要な住宅宿泊仲介業、いわゆるエージ

ェンシー機能を持った企業が９社参画をしている団体でございます。 

 こちらに各社が掲示されておりますが、ここで言う住宅宿泊仲介業だけをやっているわ

けではなくて、特にグローバル、世界全体に対するサービスを提供している企業がほとん

どになります。 

 いわゆるグローバルのオンライントラベルエージェンシー（OTA）、ですから、ホテル、

旅館、その他いろいろな宿泊施設、宿泊に関連するサービスを提供しているOTAが加盟して

います。 

 この事業それぞれで、ほとんどの世界のOTAがほぼカバーできているのかなと思います。 

 ちなみに、今はインバウンドが中止という状況にありますが、日本国内におきましても、

この各社が送客、集客することで、今までのインバウンドの、特に個人旅行に関しまして

は、一定の日本国に対するしっかりとした貢献ができていたのではなかろうかなと考えて

おります。 

 その各社が、最も現在伸びている分野というのが、日本語で言うと民泊、英語ではいろ

いろな言い方がございますが、バケーションレンタルであったりとか、そういうような言

い方がございますが、そういったサービスを提供している、ここが一番の伸びどころでは

ないかと、世界の中でもそう言われています。 

 ただ、日本の国においては、まだまだ、特に地方部においては、これから、さらなるコ

ンテンツを望むという状況かと思っております。 

 また、シェアリングエコノミー協会は、持続可能な共生社会の実現を目指して、シェア

リングエコノミーの普及啓発を目指して設立をされていると聞いております。また、この

シェアリングエコノミー協会には、当協会にも参画されているAirbnb Japanであったり、

民泊そのものを運営しているJAMTA（ジャムタ、民泊観光協会：Japan Minpaku Tourism 

Association）様であったり、そういった住宅宿泊事業そのものを営んでいらっしゃる個人

会員も所属されているということでございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 今回、住宅宿泊事業、いろいろな課題があると私たちは認識をしております。しかしな

がら、まずは、今日は地方における管理業者、これは、地方での新たな経済の創出、新た

な雇用であったりとか、持続可能な地域づくりに直結していると、私たちは確信をしてお

りますので、この分野に関して、今日はお伝えをしたいと思っております。 

 次のページをお願いいたします。 

 民泊の魅力に関しましては、先ほども少し触れましたが、まずもって地域課題の視点か

ら申し上げますと、地域には、特に地方におきましては、遊休資産が本当にたくさんござ

いますし、さらにそれが拡大していると。 
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 そして、例えば自分の御実家を相続するというと、マイナスの不動産のような形で、も

う兄弟げんかが起きるような、もういいかげん兄ちゃんがやってよというような、そんな

ようなことにもなっている。 

 そこを、空き家に関しては売却するか、賃貸に回すか、除却する・潰すか、この３つぐ

らいしかなかったわけですけれども、そのうちの１つの在り方として、宿泊施設、特に長

期滞在が可能な宿泊施設として活用する、特に最近のコロナ禍を経て、都会での密な状況

から地方での密から疎の流れ、そして特にお若い方を中心に、リモートワークが、若い方

だけではないですけれども、リモートワークが当たり前になりましたので、どこでも仕事

ができるということを踏まえますと、より地方での、この空き家活用を、まずは宿泊とし

ての活用をし、そして、その延長線上には２拠点居住であったりとか、先には移住、そう

いったことにもつながっていくと考えております。 

 新しい働き方のゲートウェイになるのではなかろうかなと、私たちは考えているところ

でございます。 

 また、こういった民泊をもっともっと、特に空き家を活用して増やしていきたいという

要望はございます。 

 しかしながら、御自身は都会に住んでいて、そして、物件は地方にある。その場合は、

地域にいらっしゃる方に対して、この管理、もしくは宿泊事業でありますので、宿泊事業

の運営代行、そういった部分をお願いするということになるのですが、今のところ、先ほ

ども少し大臣から御案内がありましたように、不動産事業を経験した、もしくは不動産事

業者そのものでないと、実質的には、今はできないということになっておりまして、今後、

地 域 の 、 例 え ば 、 中 間 支 援 組 織 、 DMO( 観 光 地 域 づ く り 法 人 ： Destination 

Management/Marketing Organization)であったりとか、また、宿泊事業そのものをやって

いらっしゃるホテル、旅館、そういった方々も実際に、こういった住宅宿泊管理業に参入

できるような、そういった機会を与えていただけることによって、地域に新たな需要を作

ることができるのではないかなと考えております。 

 それでは、この後、もう少し詳細の説明を当協会の宮田のほうから御説明いたします。

よろしくお願いいたします。 

○宮田代表取締役 詳細は、私、宮田のほうから御説明させていただきますが、既に制度

の面ですとかで、牧島大臣、それから上山さんからも御説明のあったところがありますの

で、ポイントをかいつまんで簡潔に御説明させていただければと思います。 

 制度については、先ほどからお話あったとおり、家主不在の物件を民泊に出す場合には、

管理業者に管理を委託しないといけないという制度になっております。この管理というの

は、具体的には清掃業務ですとか、チェックインの管理、それから苦情対応といった現地

での対応が必要なものも含まれております。 

 この業務の一部については、再委託が可能となっております。後ほど、この再委託につ

いても話が出てまいりますので、制度としては、こうなっているということを御理解いた
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だければと思います。 

 地方において民泊が足りないという件ですけれども、実際、民泊をされようと思った方、

それから民泊の開業のサポートなどをされている方から、結構声が上がっております。 

 地方部で民泊の管理業者が見つからずに、そもそも民泊を諦めてしまったとか、地方で

民泊をやろうとしたとき、地方に管理業者がいなくて、それで都市部にはいらっしゃるの

で、その都市部の管理業者に依頼をしようとすると、手数料がかなり取られてしまうので、

ちょっとそもそも経済合理性が成り立たないということで断念をされた方、それからサポ

ートをしていらっしゃる方などは、管理業者を探してあげたのだけれども、やはり見つか

らなくて、自分でやれるものなら、本当は対応してあげたいといったような声もございま

す。 

 あと、徳島、下の例ですけれども、地方で空き家物件を活用して、地方創生に取り組ん

でいらっしゃる方などからも、管理業者がいなくて、やはり空き家物件の民泊を活用でき

ないというような声も聞こえております。 

 どういったことが起きているかと申しますと、この民泊のホストを始めようという方が、

管理業者に依頼をしようとすると、地方部にいないので、都市部の管理業者に頼まなけれ

ばならないケースがかなりあります。 

 そういった場合、予約管理とか問い合わせ対応みたいな、オンラインで対応ができるも

のについては構わないけれども、現地での清掃業務みたいな、人が実際現地に行かないと

いけないものというのは対応できないので、受けられないと言われるケースがかなりある

ようです。もしくは受けられるけれども、現地での業務は自分でやってくださいといって、

先ほど申しました再委託で依頼をしてきたホストに再び業務を戻すといったようなことが、

実態として結構起きているようです。 

 空き家物件を使って、こうやりたいのに、結局、清掃を自分でやれと言われてしまうと、

それができないから管理を委託しているのにというので困ってしまうというケースがござ

います。 

 高額な手数料を取られるというお話がありましたけれども、やはり現地で対応しようと

するとスタッフが必要になると、もしくは出張で人を派遣しないといけなくなるといった

ようなことがありまして、例えば、月30万円程度の売上で、20万円ほど手数料を取られて

しまう。その他、水道光熱費、経費を差し引くと、もう利益がほとんど残らないといった

ようなケースが、実際あるようでございます。 

 既に管理業の登録をしている事業者さんにもお話を聞いたところ、やはり現地での駆け

つけ業務、そういう清掃業務みたいなものが、社員を現地で雇用しないといけなくなるの

で、かなりコストがかかってしまって、採算が取れないというケースが多いようです。 

 そのほか、秋田県の管理業者さんからお話を聞いたケースですけれども、新潟県のホス

トさんから秋田県の管理業者さんに御相談があったようでして、現地で見つからなかった

ので、何とかしてくれないかということで依頼があったようです。 
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 たまたま、そのホストさんが利用するアパートの大家さんが、自分が再委託を受けても

いいよと、清掃業務をやってもいいよということで受けてくださったので、このケースで

はうまくいったのですけれども、この管理業者さんいわく、この大家さんが名乗り出てく

れなければ、現地でコネクションもないので、再委託先を探すのが難しくて、もし、この

大家さんが名乗りでなければ断っていただろうなということだったようです。 

 再委託ができるということになっているのですけれども、実際には、やはり自分で再委

託して、自分で清掃業務をやってくれと言われたり、地方に、その再委託をお願いできる

コネクションもないので、なかなか難しいといったようなことで、うまく機能していない

部分もあるという声を聞いております。 

 次に、そもそも、なぜ、管理業者が少ないのかという点ですけれども、これも大臣から

少し御説明がありましたけれども、こちらに書いてありますような不動産の管理業務に関

係するような資格、それから経験がないと、現状、管理業者として要件を満たさないとい

うことになっております。 

 ただ、不動産業者さんは、地方も含めてかなりいらっしゃると思います。実際、全国に

は35万社ほどいらっしゃるようなのですけれども、民泊の管理業に参入していらっしゃる

方は、営業所も含めて3,000程度、法人数でいうと、もう少し少なくて2,400ぐらいだった

と思いますけれども、営業所も含めてカウントしても0.8％程度しか不動産業の方は参入

していないという実態がございます。 

 このわずか0.8％のうち７割が都市部に集中をしてしまっております。地方には本当に

もう一桁しか管理業者さんがいらっしゃらないというようなところもあります。 

 その背景としてですが、民泊を実際にやろうとしたときに管理業者さんが見つからなく

て、地元の不動産業者の方に、管理業の登録を受けて管理をやってくれないかと御相談を

された方がいらっしゃるのですけれども、不動産のビジネスモデルと比較して手間がかか

る割に利益が少ない。実際、清掃業務、結構毎日のように行って清掃をして、手数料でせ

いぜい数千円とかになってしまうというようなものだとすると、やはり不動産業をされて

いらっしゃる方からすると、なかなか割に合わない仕事だなと思われてしまうというよう

なケースがあるのかなと思っております。 

 なかなか管理業者さんが増えないという課題もある中で、こういった管理業者さんを増

やしていくために、我々の御提案としては、講習制度を設けることによって管理業者を増

やしていくということができないかと思っております。現状、不動産管理に関する資格や

経験がなくても、講習制度で必要な知識、技能を学ぶことによって、管理業として活躍で

きる方を増やしていくということをさせていただけないかと思っております。 

 駆け足になりましたが、御説明は以上になります。 

○岩下座長 上山様、宮田様、どうもありがとうございました。 

 それでは、続いて、国土交通省の竹内参事官より、御説明をいただきたいと思います。

竹内参事官、よろしくお願いいたします。 
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○竹内参事官 国土交通省の不動産・建設経済局で不動産管理業の担当参事官をしており

ます、竹内でございます。今日は、どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、資料に沿って御提案について御説明させていただきます。 

 住宅宿泊事業法による住宅宿泊管理業者について、まず、法令的な整理を御説明させて

いただきます。 

 住宅宿泊管理業者は、こちらにありますとおり、国土交通大臣の登録を受けて住宅宿泊

管理を行う者を言います。 

 住宅宿泊管理業は、要は、住宅宿泊事業者から委託を受けて宿泊管理業務を行う事業を

言うこととされています。 

 この住宅宿泊管理業務というのが下にございます。法５条から10条まで、先ほど御説明

のありました衛生確保、安全確保、それから、外国人への快適性・利便性の確保、あるい

は名簿の備付け、騒音防止など、必要事項の宿泊者への説明、それから苦情処理という５

条から10条までの業務と、もう一つが、住宅宿泊事業の適切な実施のために必要な届出住

宅の維持・保全、これは、例えば、ドアやサッシの点検や修繕、あるいは鍵の管理、ある

いは退室時の確認、そうした住宅として適切に管理されることを担保するための業務を言

うとされております。 

 そして、管理業者の義務でございます。 

 こちらは、住宅を民泊の用途に使うということで、類似する賃貸住宅の管理業あるいは

マンション管理業と同じような一貫性のある義務を課しております。業務処理の原則、あ

と、誇大広告、不実告知の禁止、重要事項説明、書面の交付、それから定期報告、こうし

た住宅宿泊事業者あるいは物件のオーナーを保護するための義務を定めております。 

 それでは、続いてもう一枚、今回御提案いただいております住宅宿泊管理業者の登録要

件について御説明させていただきます。 

 こちらは、住宅宿泊事業法の25条１項11号の登録の拒否事由の中に、必要な体制が整備

されていない者として省令で定めるもの。その省令の中に、必要な体制が整備されている

と認められないもの者、ちょっと否定形が多くて分かりにくいのですけれども、要は、必

要な体制を求めています。 

 この必要な体制というのがガイドラインにあります。一番下です。 

 この要件における必要な体制というのが、まず、１つ目が契約実務を伴う業務、住宅の

取引あるいは管理に関する契約実務を伴う業務に２年以上従事した者であること。 

 そして、２年以上の実務経験と同等の能力を有すると認められることとして、宅建士あ

るいはマンション管理の管理業務主任者、あるいは、いわゆる賃貸不動産経営管理士、そ

うした資格を持っていること、あるいは法人である場合は、そうした方を従業員で有して

いる、あるいは宅建業の免許、マンション管理業務主任者の登録、賃貸借管理業者の登録

を受けていることということを求めて、住宅として活用する場合に、適切な管理がなされ

るように、こうした要件を設けてコントロールしているというところでございます。 
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 続きまして、住宅宿泊管理業者につきましては、登録に当たって、やはり不動産の管理

に関する一定の知識や経験、これは、きちんと住宅ストックが管理されることが非常に重

要だという考えのもと、こうした知識や経験を求めています。 

 一方で、例えば宅建業の免許とか登録といった免許や資格を有する場合というのを必須

にしているわけではありませんで、取引または管理に関する２年以上の実務経験を有する

場合にも登録ができるということにしております。 

 そして、御提案いただいた件について、私どもの検討の方向性を最後に御説明させてい

ただきます。 

 まず、民泊は、観光旅客の宿泊需要だけではなくて、先ほど御説明いただきましたけれ

ども、例えば、住宅の空きストックを活用していく、あるいは、適切な管理を担保してい

くという点からも重要だと考えています。 

 地方における宿泊管理業の担い手確保に関する御提案を踏まえまして、先ほど申し上げ

ました住宅の取引や管理に関する２年以上の実務経験を、例えば、講習で代替するなどの

具体的な方策を、今後、考えてまいりたいと考えております。 

 私からは、以上でございます。 

○岩下座長 御説明、どうもありがとうございました。 

 それでは、これより、質疑応答に充てたいと思います。御発言を希望される方は挙手を

お願いします。発言される場合はカメラオンで、御発言のとき以外はマイクをミュートに

しておいていただくようお願いいたします。質疑応答は、合わせて50分程度です。 

 では、まず、挙手の順に井上専門委員、お願いいたします。 

○井上専門委員 井上でございます。御説明ありがとうございます。 

 地方創生の観点からも、空き家活用という観点からも、民泊というのは大変大事なもの

だと思っております。国交省さんも前向きに検討されるということで、概ねいいのかなと

は思っているのですが、ちょっと事実を確認させてください。JAVRさんが言われたような、

例えば過疎地の古民家を改修して民泊に使いますという例はよくあるのですが、そういう

ところは、私も友人たちがいっぱいそういうことやっているのですけれども、皆さん大体

簡易宿所としてやっている場合が多いようです。というのは、民泊業法ができたときに旅

館業法が規制緩和されて、旅館業法の簡易宿所としてやるほうが、民泊としてやるよりも

むしろ手間がないということのようです。 

 それで、集落の方々に管理を委託したりとか、そういうことをされている方もいますし、

そういうやり方がむしろ過疎地などではできるのかなと思います。過疎地の集落などは住

宅専用地域ではないと思いますので、住宅専用地域だから簡易宿所はできず民泊にしなく

てはいけない、でも、そこには管理業者がいないので、管理業者の要件を規制緩和してほ

しいというのが、今回のお話だと思うのですけれども、それが実際どういう場所で起きて

いるのかというのがなかなかイメージできていません。むしろ都市部でないと、そういう

ことが起こらないのではないかなという感じがちょっとするのですけれども、そこはいか
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がでしょうか。 

 以上です。 

○岩下座長 御質問は宮田様にということですね。 

○井上専門委員 はい。 

○岩下座長 では、上山様、宮田様、今の御質問についていかがでしょうか。 

○上山代表理事 上山でございます。 

 まず、今おっしゃることは、現実、そのような状況があるというのは、私たちもそう認

識しております。 

 ですので、地方においては、簡易宿所、もしくは、この住宅宿泊事業法、どちらかを使

うという運用になっているかと思います。 

 ただ、やはり簡易宿所で運用する場合と、それから、住宅宿泊事業法を届出して運用し

ていく場合、当然、ルールも違いますので、そもそもの登録であったり、届出のハードル

が少し異なっているということもございます。 

 また、地方部においては、簡易宿所であれば、365日の運営が可能になります。ホテルと

旅館と一緒ですから。 

 しかしながら、そこを別に望むわけではなくて、稼働率は半分もいけば十分でしょうと

いうような、場合によっては、現在、一定の維持管理をする費用であったり、固定資産税

であったり、もろもろがプラスアルファーでいけば、もうそれでいいのだよという方々も、

結構な数いらっしゃいますので、そういった方々が、住宅宿泊事業法でやってくださいと

いった場合においては、今回申し上げたような住宅宿泊管理業を担う方々がいらっしゃら

ないということになってしまっているのが現状かと思います。 

 宮田さん、補足をお願いします。 

○宮田代表取締役 私からも一点、事例を御説明させていただきます。 

 愛媛県の地方部に離島が幾つかあるのですけれども、そういったところですと、簡易宿

所を取りたいと思っても、都市計画法上、簡易宿所の許可が下りないといったケースがあ

って、それで、民泊を選択せざるを得ないというような地域が実際あるというのを、私も

実際に足を運んで見たケースがございます。 

 それで、簡易宿所で、民泊どちらでも選択できる場合は、もうその営業日数の関係です

とか、いろいろ実際必要な消防設備とかを、ホストの方が選択をされて有利なほうを選ん

でいらっしゃるというのは承知しております。 

 ただ、やはり簡易宿所になってしまうと、旅館業の資格を取ることになるのですけれど

も、そうなると宿泊の拒否ができないといったような話があったりして、例えば、民泊で

すと、片手間的に自由に、空いたときに好きなだけお客さんを泊めて、気楽にやりたいと

いうような、特に高齢の方とか、そういった方からすると、民泊のほうが、やはり、やり

やすいといったようなケースもあるようでございます。 

 以上になります。 
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○岩下座長 ありがとうございました。 

 井上専門委員、いかがでしょうか。 

○井上専門委員 簡易宿所の場合、全然、手間ではないと皆さん言っています。あと、週

２日とか週３日とかの営業で、簡易宿所でやっている方もいらっしゃるので、そこは経営

の自由はあるのかなと思います。むしろ、先ほどの離島で都市計画の網がかかっていてで

きないと、そっちの規制のほうが問題のような気がするのですけれども、それは、どうい

う規制なのでしょうか。 

○岩下座長 宮田さん、お願いします。 

○宮田代表取締役 すみません、ちょっと私も勉強不足で、定かではないのですけれども、

お話を聞いた限りでは、市街化調整区域になっているため、保健所に簡易宿所の申請を相

談に行っても許可が、まず下りないと言われるという話をお聞きしました。 

○井上専門委員 分かりました。ちょっと事実の確認が必要だと思います。ありがとうご

ざいます。 

○岩下座長 どうもありがとうございました。 

 では、続きまして、御手洗委員、お願いします。 

○御手洗委員 お話しいただいてどうもありがとうございました。 

 まず、私の理解の確認なのですけれども、本件は、地方部で空き家活用のためにも民泊

を広げていきたいと考えているものの、現状の規制では、住宅宿泊管理業を担えるのが不

動産会社に限定されていて、しかし、地方では不動産会社が少ないし、不動産会社にとっ

ては、住宅宿泊管理業は採算が合わないので、受託してくれないところが多くて、よって

地方で民泊が増えないと。 

 したがって、住宅宿泊管理業を受託できる事業者の要件を不動産会社だけではなく、よ

り緩和してほしいという御要望だと、理解をいたしました。 

 それで、私のほうでも少し調べてみたのですけれども、先ほどの御要望の中にもあった

お話ですが、そもそも不動産会社が地方に少ないということはないのではないかなと、思

いました。先ほどのお話の中で不動産会社の法人数35万件というお話がありましたし、ほ

かのデータでも、2019年とかで12万件とか、かなり数字にばらつきがあるのは定義の差か

と思いますけれども、それぐらいの数あると、データでは出ています。 

 全国のコンビニの店舗数が５万7000件ぐらいで推移していますから、それに比べても、

まず、不動産会社の数はかなり多いのではないかなと思います。 

 これは直感的にも分かるなと思っておりまして、私が住んでいる気仙沼市は人口６万人

弱ですけれども不動産会社14件以上かな、少なくとも確認できただけで14件あるので、結

構あるなという印象です。 

 先ほどのプレゼン、御要望の中にもありましたけれども、そうだとすると、不動産会社

が地方に少ないことではなくて、不動産会社の中で住宅宿泊管理業を受託してくれるとこ

ろが少ないということのほうが課題になっているのかなと。 
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 ただ、何で受託しないかという理由が、先ほどのお話では、不動産会社にとって割が合

わないからということだったかと思うのですけれども、不動産会社にとって割が合わない

ものは、誰にとっても割が合わないのではないでしょうか。つまり、地方において、その

地方の一部地域では、民泊というものは稼働日数も少ないので、もしくはエリア内の件数

も少ないので、エコノミクスが合わない、住宅宿泊管理業をやっても採算が取れないので

やりたくないと思っているということなのかなと。 

 そうだとすると、住宅宿泊管理業を受託できる企業を不動産会社に限らないよう制約を

緩和したところで、受託する企業が民間企業であるならば、結局採算があわず増えないま

まなのではなかろうかと思うのですが、いかがでしょうか。 

 それから、先ほど井上専門委員がおっしゃられていた御意見に私も同意するところがご

ざいまして、地方では民泊ではなくて、結局、簡易宿所でやっているところも多いのでは

ないかと思います。その場合、周りの知り合いなどがお世話し、いいよ、私が面倒を見る

みたいに、お世話をしたりすることが多いと思うのです。 

簡易宿所は住宅地とか市街化調整区域のためにできないということなのであるならば、そ

もそも、やはり見直すべきは、市町村の都市計画であったりとか、簡易宿所に関わる法律

のほうであって、民泊の管理業者の要件を緩和したところで、地方の民泊がより広がると

いう効果は、あまり期待できないのではないかと思うのですけれども、いかがでしょうか。 

○岩下座長 では、上山様、宮田様、御回答をお願いいたします。 

○上山代表理事 まず１つ目の、いわゆる経済的に合わない、ですので、結局、不動産以

外のところにも広げたとしても誰もやらないのではないですかというお話なのですけれど

も、先ほどの私どもの提案の中にも入れておりますように、例えばですが、既存の宿泊事

業をやっているホテルであったり、旅館、そういった方々は、ほぼ同じ業務を日々やられ

ています。かつ、フロントという、いわゆるお客様と接するところをお持ちのわけですか

ら、既存の自分たちの、いわゆる施設を、当然、運営管理をされながら、いわゆる離れと

して、そちらの宿泊施設、民泊を離れとして活用しましょうと。 

 ですので、チェックイン、チェックアウト、もしかして何かあったとき、また、場合に

よっての駆けつけ要件もろもろは、実際、その地域の宿泊事業者さんが担うこと、場合に

よっては、先ほど来お話があった、そういった簡易宿所をやられている方々も、これもあ

る意味旅館業の一部ですから、そういった方々が、その民泊の管理及び運営代行をすると

いうことであれば、ちょうど自分たちのやっている事業の延長線上ということになってく

るので、これは合理があるかなと。 

 特に旅館においては、ロングステイができないようなビジネスモデルになっています。

１泊２食でずっと同じ料理を出されて、ずっといらっしゃる方はいませんので、そういう

意味でいうと、泊食分離を進めるか、もしくはロングステイをするという顧客は、その離

れのほうに行っていただきまして、時々温泉に入っていただくとか、そんなのでもいいの

ではないかなと思っています。 
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 実際、そういったことを各地域でやろうという流れが、今、起こりつつ、そういう要望

は、有名な温泉地などからでも幾つか私どもは言われています。ですので、その辺りを緩

和していただくことによって、実際の経済としても、また、地域の持続性を上げるという

意味合いにおいても、私はプラスではないかなと思っています。 

 もう一つは、何でしたか、ごめんなさい。 

○御手洗委員 今のポイントは、良く分かりました。 

 お話では、簡易宿所で運用したら良いのではないか、エコノミクスの話が出るのであれ

ば、結局、エコノミクスは、稼働日数が上がったほうが回りやすくなるので、簡易宿所に

すれば良いのではないかという井上専門委員の御質問に対して、先ほど、住宅地でそれが

できないとか、市街化調整区域に当たり、それができないというお話があったかと思うの

ですけれども、だとすると、そちらのほうの見直しが要るのではないかなと思うのですけ

れども、いかがでしょうかということです。 

○上山代表理事 そういった部分に関しては、今回の提案の中にも一応触れてはいるので

すが、今回は特に地方部で、そして、管理業者ということに論点を絞りましたので、そう

いうお話になっています。 

 ですから、私どもとすれば、そういった市街化調整区域であったりとか、住宅地の専用

地域であったりとか、そういったところでも本来は使っていてもいいのではないのですか

ねというのは、もともとの意見としては持っているわけなのですけれども、やはりそこに

関しては、このルールが成立してきた過程というのがありますので、そこをいきなり一番

難しいとこからいくというよりは、ここからまずは御理解いただいて、少しずつ皆さんの

御同意がいただければなというところは、正直あるかと思います。 

○御手洗委員 分かりました。ありがとうございます。 

 最後に追加で確認なのですけれども、旅館さんが離れのように使われる、ロングステイ

のお客様に離れのように使われるとおっしゃられていましたけれども、それはエリアとし

ての、その地域としての戦略という意味であり、実際、旅館業者さんが、その空き家を取

得するわけではなくて、それは、あくまで事業体としては別で、御紹介をする、そして管

理をするという理解で合っていますか。 

○上山代表理事 それは、それぞれの考え方があるようです。実際取得をすると、まずは

取得をするというよりは、運営代行、オーナーさんがいらっしゃっていて、管理運営代行

からスタートしようということが、今、基本的にあります。 

 しかしながら、地域によっては、もう土地建物自体も取得をして、自分たちで運用する

ということも、一応将来的な視野にも入っているということも聞いたりはします。 

○御手洗委員 分かりました。ありがとうございます。 

 建物を取得する、そして旅館の一部建物として使うということになると、民泊の領域を

超えてくるのかなと思いますが。 

○上山代表理事 そこの部分に関してはおっしゃるとおりで、そこは民泊の領域を超えて、
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単なる旅館の別館ができるのではないかという話になるのは承知なのですけれども、ただ、

いきなり皆さん、本来であったら空き家であったりとか、つぶれた廃屋になっている旅館

をどうにかしてもらったほうが、地域的にもいいわけなので、取得するということは不動

産価値があるということになりますので、その間の部分で、実際、このお客様が泊まって

いただけるのか、どれぐらい行くのかというのを、計画を見るという意味合いでの民泊と

いうのは十分あり得ると僕は思います。 

○御手洗委員 分かりました。ありがとうございます。 

○宮田代表取締役 すみません、私からも１点補足をよろしいでしょうか。 

○岩下座長 お願いします。 

○宮田代表取締役 地方に不動産会社が少ないという点、すみません、私の説明がつたな

かったせいかもしれませんが、誤解を与えてしまったようですが、地方に不動産会社が少

ないとは我々も考えておりません。不動産会社さんが住宅宿泊管理業の登録をされないこ

とが課題だと認識しております。 

 今、御指摘いただいた経済合理性の点についても、確かに民間事業者、企業であれば、

おっしゃるとおり、その採算性から考えると、なかなか参入しにくいというところはある

かと思いますけれども、今回御提案させていただきました講習制度みたいなもので、例え

ば、民泊でホストをやっていらっしゃる個人の方ですとか、例えば、仕事をリタイアされ

た方なども、こういった講習を受けることで、管理業を営むことができるのであれば、必

ずしもそれだけで生計を立てていくといったような方以外にも参入をしてくれる可能性が

あるのではないかということで、経済合理性以外の点も含めて参入者が増えるのではない

かと考えております。 

○岩下座長 ありがとうございました。 

 続きまして、本城委員、お待たせいたしました。 

○本城座長代理 よろしくお願いいたします。 

 国土交通省の方に教えていただきたいことがあります。 

 住宅宿泊管理業者に必要な実務経験を講習で代替するということを検討されると、先ほ

どお話しいただきましたけれども、その講習がどんな内容で、どれぐらいの期間が必要な

もので、どんなふうに学ぶということをイメージされているのかということを教えてもら

えばと思います。 

 あと、もし宅建が、たしか５年に一度の更新だと思うのですけれども、同じように、こ

の講習制度も何年に一度受けて更新という形をイメージされているかということを伺えれ

ばと思います。 

 一方で、不動産管理の一定の知識や経験ということを求めていますけれども、何かお話

を聞いていると、管理業者に必要なこと、担っていることというのは、不動産の管理以上

のものも結構担っているのかなと思いましたので、そこら辺をどこまで講習に盛り込むこ

とを検討されていくかということについて、教えてもらえばと思います。よろしくお願い
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します。 

○岩下座長 竹内参事官、よろしくお願いいたします。 

○竹内参事官 ありがとうございます。 

 講習はどんなイメージなのかというお話です。これは、また、この後、まさに今後検討

していくことになりますけれども、今、住宅の取引あるいは管理に関する２年の実務経験

というものを登録に求めています。 

 それを代替するに十分な、とはいって、過度の、あまり負担のならないような範囲で講

習を作っていくのかなと思っています。 

 ですので、最低限ですけれども、不動産の管理に関する一定のカリキュラムを作るとい

うことをイメージしております。 

 それから、更新にするかどうかというのは、また、特に決まったことは考えていません

けれども、今後の検討にさせていただければと思います。 

 あと、講習の実施の方法、講習をどんなところに担ってもらうのかという話もあります

けれども、私の個人的な考えを申し上げれば、やはり、手軽に受けていただく、例えば、

ｅラーニングで講習を受けていただいて、効果測定で理解度を図るみたいな講習の仕方と

いうのがあるかと思います。 

 私からは、以上です。 

○岩下座長 ありがとうございました。 

 本城座長代理、いかがでしょうか。 

○本城座長代理 ありがとうございます。 

 ２年実務経験を講習で代替するということは、結構その講習の質が大事かなと思ってい

ます。ですので、あまり質のよくない講習がたくさん行われて、レベルの低い管理業者が

増えるということで、また民泊に規制がかかるということも避けたほうがいいのかなと思

っています 

 あまり劣悪な民泊が増えないような形を講習でも担保していただければなと思っていま

す。 

 ありがとうございます。 

○岩下座長 ありがとうございました。 

 では、続きまして、竹内専門委員、お願いいたします。 

○竹内専門委員 ありがとうございます。竹内でございます。皆様、御説明いただきまし

てありがとうございました。 

 私も冒頭の井上専門委員と御手洗委員がおっしゃったように、かなりエコノミクスで引

っかかっている部分が非常に大きい中で、この規制を緩和したからといって、大幅に民泊

が増加するということは、期待しづらいのかなと思う一方で、さはさりながら、こうした

規制を撤廃することで、活発化する、活性化する地域経済というのが期待できるという側

面もあると思っています。事例ベースのお話をお伺いしたので、データ等をお伺いして議
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論するのが筋なのかもしれませんけれども、ただ、この規制をやっていることによる意義

というものが、それほど見出せないということであれば、緩和をするというほうが、前向

きなことなのかなと思ってお話を伺っておりました。 

 その中で、国土交通省様に今の本城座長代理に引き続きましての伺いなのですけれども、

講習等で代替するということになりますと、それこそガイドラインですとか、そういった

ものの中身を早く作り始めたほうがよいのかなとも思っております。 

 そうした中で、誰が議論をして、そういう研修、講習の中身を作っていくのか、実態的

に、どういう業務が発生するということ、あるいはどういう、例えばフロント業務の知識

が求められるか、実態を把握しておられる方たちに入っていただいて、実際的な講習の内

容を作っていくということが非常に重要になると思いますので、その点、すぐにも動いて

いただいたほうがよろしいのかなと思うのですが、スケジュール感あるいはその講習を作

っていくための仕組みとして、今どのようなことを考えていらっしゃるかというのをちょ

っとお聞かせいただけますでしょうか。 

○岩下座長 御回答をお願いいたします。 

○竹内参事官 ありがとうございます。 

 まず、私どもの考え方といたしまして、住宅宿泊管理業の登録を受けていただく際に、

やはり一定の不動産管理に関する知識あるいは経験をお持ちいただくということは、これ

は、今回の見直しに当たっても重要だと思っています。 

 ただ、資格や経験の確認の仕方として、例えば、資格を持っているとか、あるいは一定

以上の実務経験があるということだけではなくて、例えば、しっかりしたカリキュラム、

講習を作れば、その実務経験を代替できるのではないかという考え方のもとに、今回検討

の方向性をお示ししております。 

 具体的なカリキュラムですけれども、今、想定していますのは、私ども国土交通省が直

営で講習するというよりは、一定の能力、要件を満たす講習機関の方に講習をデザインし

ていただくと。まさにどういった知識を、どういったカリキュラムで習得いただくのかと

いうのは、そうした関係する団体の方々と一緒に検討していければと思います。 

 スケジュール感ですけれども、１つの目安として、今年度、どういった知識や経験が必

要なのかということを特定し、そして、実際に講習するとすれば、カリキュラムの準備と

か、様々なことが必要だと思います。仮に講習をやっていこうとした場合は、来年度から

講習をスタートさせるというスケジュール感で考えております。 

○岩下座長 竹内専門委員、よろしいでしょうか。 

○竹内専門委員 ありがとうございます。 

 規制緩和による弊害というようなものをあまり想定しなくていいような規制緩和につき

ましては、ぜひスケジュール感を早めにしていただければと思っており、今、おっしゃっ

ていただいたような来年度から実施というのは、非常に期待感を持ってお伺いいたしまし

た。どうぞ、よろしくお願いいたします。 
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○岩下座長 ありがとうございました。 

 続きまして、青山専門委員、お願いいたします。 

○青山専門委員 御説明ありがとうございました。 

 国交省の竹内さんにお聞きしたいと思います。 

 先ほど、上山さんが、新たな管理業の担い手として、既に民泊をやっているホストとか、

旅館業の方とか、農泊協議会などという想定をされた方が出されたのですけれども、例え

ば農業をやっている農業法人とか、農産物直売所をやっている人とか、そういったところ

も除外せずになれるのかどうかというのをお聞きしたいです。 

 地域産業活性化ワーキングなので、私はやはり地域にちゃんとお金が落ちるものにすべ

きだと思っていて、もちろん不動産の知識が要るという最低限はあると思うのですけれど

も、先ほど、不動産業としては今回の管理業は経済的に成り立たないという説明でしたが、

農家はいろいろな仕事があるので、６次産業化の一環としてやるということもあるでしょ

うし、あと、お弁当の高齢者の宅配とか移動販売をやっている農業者などは、逆に、つい

でと言ったらあれですけれども、清掃とか、見回りとか、苦情の駆けつけということもで

きると思うのですね。 

 そうなった場合に、講習制度に農業者が入ることの何か問題点とか、ちょっと厳しいな

というようなところがあれば、教えていただければと思います。 

○岩下座長 御回答をお願いいたします。 

○竹内参事官 ありがとうございます。 

 今の住宅宿泊管理業の登録要件も、よく不動産業縛りというように捉えられていると思

いますし、現実の世界でも比較的不動産業者の方が担い手になっていると思います。 

 ただ、２年の実務経験を持っている方を従業員として置いておけば、現在の制度でも特

に業種の縛りというのは、そんな厳格なものは設けておりません。 

 私ども、例えば、いろいろな地方で言うと、今、御指摘のありました農業者の方とか、

あるいは旅館業の方とか様々なプレイヤーの方が、住宅宿泊管理業を担う可能性を有して

いると考えています。 

 私どもとしては、しっかりとした知識経験を身につけていただいて、そして業務を的確

に遂行する体制を有していただくということは大事だと考えています。そうした要件を満

たす限り、様々な方々に参入いただくことは、むしろ差し支えないですし、地方の民泊拡

大をしていく上では、我々としても応援していきたいと、担い手確保、幅広い方に参入い

ただければと思っています。 

○青山専門委員 ありがとうございます。 

 一定の知識ですとか、講習のしっかりした受講というのは必要だと思いますが、いろい

ろな業種の方、農業農村に立脚している方に、ぜひ知らせていただくような形で講習をや

っていただければと思っております。ありがとうございました。 

○岩下座長 ありがとうございました。 
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 続いて、ちょっと佐藤委員に待っていただいて、井上専門委員からチャットで情報が共

有されているかと思います。この論点は、なかなか重要な論点だと思いますので、先ほど

の井上専門委員の議論の続きというところで、井上専門委員に議事録を残す観点から内容

について読み上げていただいた上で、適宜御発言をいただきたいと思います。その上で、

若干巻き戻して議論をさせていただきたいと思います。 

○井上専門委員 ありがとうございます。 

 青山専門委員の言われた、地方にとってちゃんと役に立つというのは、とても大事なこ

とだと思っています。 

 それで、論点が、今、地方になっているのですけれども、本当に地方なのかというのは、

私が確認したいところでございまして、先ほど市街化調整区域では、簡易宿所はできない

とおっしゃっていましたけれども、そもそも市街化調整区域は住宅が規制されている場所

なので、そこでは民泊もできないというのが原則ですね。 

 ただ、ここは、運用として自治体が農家民泊などを進めて農業地域を振興させていこう

みたいな政策を取っているところであれば、運用的に、そこを認められているところはあ

るようです。 

 ですから、簡易宿所は市街化調整区域でできないけれども、民泊はできるので、地方振

興のために民泊の規制緩和が必要だという言い方は、ちょっと違うのではないかなと思い

ます。 

 もし、やはり地方とか過疎地とか、そういうところではなくて、都市部でもう少し柔軟

な対応ができるようにしたいというのが真意であれば、そういう旨で議論をすべきだと思

います。地方を、ある種の大義名分にしながら地方の実態ではない、実態とはそぐわない

ことを進めるというような形になってしまっては、よろしくないかと思うので、そこは論

点を明確にすべきだと思います。 

 それと、小さな宿をやっている人たちが、今、日本まちやど協会というのを作っていま

す。彼らは町とか、地域とかと持続可能な形で付き合いながらやっていこうという方たち

の集まりで、小さな宿ばかりです。 

 この方たちが、本当にこの民泊制度でどこが困っているのか、あるいは旅館業法的に何

が困っていることがないかというのを聞いてみるというのも、公平な議論をする上では大

事かなと思いました。 

 以上です。 

○岩下座長 ありがとうございました。 

 本件については、もともと愛媛県の事例に言及された宮田さんのほうから、もし何か事

実関係等で御存じのことがあれば、御発言いただけますか。 

○宮田代表取締役 すみません、私もそのヒアリングでお聞きした話をそのままお伝えし

てしまって、十分な事実関係が確認できていなかったことを、まず、お詫びいたします。 

 実際、愛媛の離島の方にお話を聞いた際には、簡易宿所を始めようと思って古民家を改
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装していたところ、自治体と相談をすると、簡易宿所の許可は出せないということで、民

泊であれば何かできそうだということで、実際、もう消防とかとも話をして準備をしてい

て、民泊を始める予定だということでお話を伺っていたので、簡易宿所はできないけれど

も、民泊はできると理解をしておりました。 

 御指摘いただいたとおり、農家民泊などを政策として進めている自治体であれば、例外

的に認める運用しているというのを御指摘いただきましたけれども、実際その地域は、ミ

カン農家さんが幾つかいらっしゃるので、もしかすると、そういったことで民泊であれば

オーケーという運用をされていらっしゃるのかなと、すみません、これも私の推測になり

ますが、思った次第であります。 

 あと、井上専門委員から御指摘いただきました、都市部で管理業を増やしたいのではな

いかというお話ですけれども、我々、そういった思いは全くございませんで、まさに地方

で足りないという声を、いろいろなホストさんとかから聞いたので、今回御提案をさせて

いただいているというのが背景にございます。 

 先ほど愛媛の離島の話をさせていただきましたけれども、そのほかにも徳島の方ですと

か、三重の南のほうの、なかなか交通の便が悪いところ、そういったところなどのホスト

さん、それから、旅館業を営んでいらっしゃる方からも、地域に民泊を増やすことで、地

域全体の宿泊地域みたいなこととして盛り上げていきたいのだけれども、なかなか管理業

者さんがいなくて困っているというお話を聞いております。 

 都市部は、既に管理業者さんは、かなりの数いらっしゃって、規制緩和をする、しない

にかかわらず、もうかなりの数がいらっしゃるので、規制緩和をしたからといって、何か

都市部で、いいことが起きるかというと、そんなにないのではないかと我々は思っており

ます。 

 以上になります。 

○岩下座長 ありがとうございました。 

 井上専門委員、本件、なかなか担当官庁を含めて、いろいろ多岐にわたっているところ

もあって、ちょっとこの場で結論を出すのは難しいかもしれませんが。 

○井上専門委員 そうですね、結論は出なくて全然結構です。 

 ただ、やはり、簡易宿所、結構、民泊を検討した人たちが、簡易宿所のほうが楽だから

といって、そういう形で、地方でやっている方が多いので、本当に民泊の何が困っている

のかなというのを、きちんと道筋を確認した上で進めていくほうが重要かなと思っていま

す。 

 以上です。 

○岩下座長 本件については、また、関連する規制当局をさらに拡大して、事務局のほう

でちょっと調整をしていただく必要があるかもしれませんね。 

 これについては、きちんと井上専門委員のチャットを記録に残すこととさせていただき

ました。 
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 すみません、中断をしてしまいましたが、佐藤委員、御発言をお願いいたします。 

○佐藤委員 よろしくお願いいたします。 

 今の議論にも関わるのですけれども、自治体はどういうスタンスなのかなという気がし

ていて、まさに地方創生も、空き家対策も、自治体にとっては、やはり喫緊の課題であり

まして、ただ、私もちょっと調べたのですけれども、やはり市街化調整区域では、原則、

民泊はできないはずなのです。ましてや、家主の不在は駄目なはずなので、恐らく、これ

は運用で何か対応している自治体もあるかもしれないので、この辺りは、自治体はどんな

ふうな問題意識を持っているのかということについて、もし、宮田様の辺りで御存じでし

たら、教えていただきたいということ。 

 あと、不動産がなかなか薄利、利益が上がらないので、地方の不動産業者がなかなか参

入したがらないというのも、これもただ、不動産のビジネスモデルも、これからは家を売

るというところから、やはりストックを管理するというところに多分シフトさせなくては

いけないはずなので、特に、申し訳ないけれども、地方ではだんだん売る家はなくなって

いくはずなので、ストック管理という観点から見れば、実はこういう管理業は、彼らにと

ってみても、これから重要な生業になるのではないかと思うのですけれども、こうなると、

ちょっと話が大きくなってしまうのですけれども、もし国交省さんのほうで、何かコメン

トがあれば、よろしくお願いします。 

 以上です。 

○岩下座長 上山様、宮田様及び国交省さん、順番にお願いいたします。 

○上山代表理事 上山でございます。 

 まず、自治体のお立場は、今、御指摘されたように、それこそ本当に喫緊の課題として、

空き家問題を中心に対応しなければいけないというスタンスにいますので、そこで宿泊事

業をやって、それが将来的に、２拠点居住、移住につながるのであるならば、ぜひという

のが基本的な考え方にあります。 

 それを、今度、地域によって民泊ができる、できないというのは、地方においては、都

心部のかなり調整された地域での展開ではなくて、地方においては、先ほど来おっしゃる

ように、実際、運営する側、運営そのものに関しては、地方においては、簡易宿所であっ

たり、それから住宅宿泊事業法、両方ある程度できるような環境だとは思っています。 

 ただ、それをどなたに委託するのかという、運用の代行をするという部分に関して、そ

の業種の縛りがあるということなのですけれども、そこに関して自治体さんは、こういっ

たことを、なかなか御存じではないというのも現状かなと、そもそも知らなかったという

のが現状ではないかなと思います。 

 そこは、例えば、こういった許認可をとか登録をするところは、保健所の方々にやって

いただくわけですけれども、地方に行けば行くほど、案件数が少ないということもあって、

なかなかアップデートされない。その考え方とかやり方とかというのも、１つ地域の中で、

広がらない部分の１つにあるのかなとは思いますけれども、繰り返しですが、それの受託
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をする事業者が少ないというところが、特にホームステイ型はどうでもなるのですけれど

も、いわゆる一棟ものに関しては問題があるかなと思っています。 

 宮田さん、追加、修正をお願いします。 

○宮田代表取締役 すみません、私からは特にございませんが、大屋さん、補足はありま

すでしょうか。 

○大屋本部長 Airbnb Japanの公共政策本部の大屋でございます。 

 今の御質問のところ、自治体のことと、空き家のストックの点についてコメントをさせ

ていただきたいと思います。 

 自治体のほうですが、上山さんからもお話があったとおり、規制側は都道府県の保健所、

保健所設置市であればそうですが、地方部はほとんど都道府県の保健所さんが、そこを御

覧になっています。 

 一方で、都市計画とか、まちづくりを考えていらっしゃるのは市町村になりますので、

実は、そこは空き家を考えなくてはという方たちが、民泊を活用して、そこでの定住人口

の促進だとかというところまでは、まだアイデアが及んでいないという事例が非常に多い

のかなと思っております。 

 一方で、やはり民泊が最初に普及をしたときに、これは、いわゆる観光公害を想起する

ようなことが起きるのではないかということで、かなりきつめに、とにかく、民泊が参入

できないようにしておこうということで、条例だけではなくて、その先の要綱だとか、窓

口業務においてもかなり保守的な運営をされているということも、自治体さんの中では起

こってきたかなと思っておりますので、この辺りが非常に難しいハードルになっているか

なと思っております。 

 空き家の活用のほうですが、やはり実家が空き家になっていますよとか、皆さん何か思

いを持っていて、ただ手放さざるを得ない、朽ち果てていくという中では、住宅のまま置

いておきたいのだけれども、やはり修繕費等々かかってくるところは、何か経済行為で賄

いたいということをお考えなっている場合、簡易宿所で、儲かるのであれば、簡易宿所一

択で進めるということもあるのですが、いずれ住宅に戻したいということであれば、そも

そも建物の用途を変えてしまうということになってしまいます。 

 それから、構造的に簡易宿所が取れていればラッキーということなのですが、やはり住

宅として建てているものですから、必ずしも簡易宿所というのが、構造上、もう許さない

と、簡易宿所は、下の土地の問題と、建物の問題と、それから投資の問題ということが、

それぞれ別々にございますので、住宅宿泊事業のいいところは、あくまで、おうちとして、

中長期には置いておきたいものですよと。 

 ただ、今、では、この先向こう５年は住宅宿泊事業で修繕費等々を賄っていこうよとい

うようなこと、それから賃貸で入ってくれる人がいるのであれば、住宅宿泊事業を休みに

して賃貸に戻しましょうと。建物としては住宅として維持をしていくわけですから、そこ

が比較的出入りがやりやすいというところで、住宅のストックとしてキープをしていくと
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いうところが住宅宿泊事業の大事なポイントであって、経済行為だけでいうと、もちろん

簡易宿所ということになると思うのですが、少し違うアングルもあるのかなと思っており

ます。 

 以上です。 

○岩下座長 ありがとうございました。 

 すみません、ちょっと私のマネジメントが悪くて、時間がもう徐々になくなってまいり

ましたので、これからの質問、若干短めでお願いします。今日は20分でお尻が切れており

ますので、どうぞよろしくお願いします。 

 では、林専門委員からお願いします。 

○林専門委員 ありがとうございます。 

 民泊の促進については、数々問題があるところを、今回は、その管理についての点だけ

に絞ってということで、意見と質問をさせていただきます。 

 既に国交省の竹内参事官から今年度中にガイドラインを改定して、講習を開始するとい

う前向きなお約束をいただきましたこと、感謝申し上げます。ガイドラインのこの見直し

の方向性と講習の内容について、先ほど竹内参事官から一定の不動産業に関する知識を得

ていただくというお言葉があったと思うので、１点確認したいと思います。 

 国交省の資料２の３ページに、ガイドラインで書かれております、契約実務を伴う業務

２年従事者または宅建取引士や管理業務主任者の登録を要件とするという、この根拠は、

いずれもガイドラインであります。しかし、その根拠となる住宅宿泊法25条で、国交大臣

の登録拒否事項として挙げられている11号というのは、「住宅宿泊管理業を的確に遂行す

るための必要な体制が整備されていないものとして、国土交通省令で定めるもの」という

だけでして、ここで求められている「必要な体制」というのは、法律５条から10条に言う、

いわばマンションの管理人の業務に近いようなものであって、不動産の取引業ではありま

せんし、ましてや、法律では、この管理業者に資格要件は要求しておりません。 

 よって、この資料２の３ページに書かれているガイドラインで掲げた２年実務要件とか、

資格要件を要求する法律上の根拠はないのではないかと思います。今年度中にガイドライ

ンを改正して、このような部分の法律の根拠がないような規制は廃止して、法律が求めて

いる必要な体制については、講習による代替をすべきではないかと思います。 

 この点について、国交省から御意見を伺えればと思います。 

○岩下座長 竹内参事官、よろしくお願いします。 

○竹内参事官 ありがとうございます。 

 今の御指摘、３ページにお示しをしております、この法律あるいは省令で、あるいはガ

イドラインで言っていることというのは、必要な体制があるかどうかという点でございま

す。 

 それで、ガイドラインの体制の中に、ある一定の要件を満たす方を入れている、あるい

はある一定の要件を満たす業者であることを求めるという形になっています。 
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 そもそもこういったガイドライン、通知で、その規制の実質的な要件を定めるというこ

とについて様々な御意見があるかと思います。 

 現在のところ、まずはガイドラインを前提として、できれば、その担い手確保という御

提案に対して、早めに答えを出すことができればなと考えているところでありまして、今

のところ、ガイドラインそのものを廃止、例えば、省令、法令レベルに引き上げるとか、

そうしたことは私どもとしては、念頭に置いていない、想定していないところでございま

す。 

○林専門委員 そういうことではなく、むしろ、今、挙げられているものが、こういう人

がその要件を満たすという、その例示列挙であればともかく、これが、こういうものでな

ければならないと定めるものであると、それは法律の根拠がないのではないかということ

です。今回、仮にこのガイドライン記載の要件を残すのであれば、これらに加えて、講習

を受けた人も、これに「必要な体制」として認められますよという形で広げていただくと

いうことであればよろしいのではないかと思います。 

 以上です。ただ、現状、ガイドラインが必要要件のような運用になってしまっているの

で、それは問題であるということでございます。よろしくお願いします。 

○岩下座長 ありがとうございました。 

 続きまして、夏野議長、お願いいたします。 

○夏野議長 ありがとうございます。 

 今の林専門委員の話に関連するのですけれども、この住宅宿泊管理業者の登録ができる

人というのが、管理業務主任者とか賃貸不動産経営管理士の登録を受けている者は理解で

きるのですけれども、宅地建物取引士の登録を受けている者というのが入っているのです

けれども、そもそも宅建の資格で、もちろん不動産管理についても試験は出ているかもし

れませんが、実際上、宅建の資格でやっている不動産業者に、ほとんど清掃をやったりと

か、住宅管理をやったりするノウハウも、もともと全くないと思うのですけれども、この

２年間の、いわゆる実務経験というのは、別に不動産会社であれば、宅建の、要は不動産

取引やっているほうでもいいということであれば、そもそも講習をやっても、やらなくて

も、もともとノウハウのない人が、結局、住宅宿泊管理業者の登録ができるようになって

しまっているのではないかという危惧を私はちょっと持っています。 

 ですので、実態として、宅建の登録を受けている者から住宅宿泊管理業者の登録がどれ

ぐらい出ていて、しかもその宅建業者が、賃貸住宅管理業務を一切やったことがない、と

にかく取引しかやったことのない人がどれぐらい実は、この住宅宿泊管理業者をやってい

るのかというのを、ぜひ調べていただいた上で、その講習が、どれぐらいのレベルの講習

が必要なのかというのを考えていただきたいなと。 

 一部住宅宿泊管理業者の質が悪くなると困るという話ありましたが、試験を難しくした

りして、あるいは資格があるからといってクオリティが高いということは全くないと思う

ので、ぜひその辺の見解、もし今データがなければ、今どういうふうに把握されているの
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かをお聞かせください。 

 以上です。 

○岩下座長 これは、国交省さんに質問ということで、よろしいですか。 

○夏野議長 はい、そうです。 

○岩下座長 では、竹内参事官、お願いいたします。 

○竹内参事官 ありがとうございます。 

 住宅宿泊管理業者については、例えば、宅建業者とか、あるいは賃貸住宅管理業者みた

いに、例えば、管理業務主任者に説明させなさいとか、そこまでの厳密な資格要件という

のは、実はございません。住宅宿泊管理業という業務の性質に照らして、２年以上の実務

経験で代替できるとしているように、宅建業ほどの、あるいは賃貸住宅管理業ほどの知識

能力あるいは経験というのを求めていないというのが、現在の制度の立てつけです。 

 それで、宅建士、取引しかしないのに、何で住宅宿泊管理業者の要件を満たすのかとい

う点でございますけれども、実際、宅建士の方、宅建の試験などでいいますと、例えば、

建築基準法に関する知識などを問われています、ですので、私どもとしては、宅建士の方

にも、住宅宿泊管理業者として必要な体制に十分な知識、経験を有していると判断してお

ります。 

 また、今後、講習でどう代替するかという話にも関連しますけれども、先ほど、なるべ

く御負担のそんなに多くない形で、そして、しっかり業務ができるようにという視点、こ

れも、やはりあまり住宅宿泊管理業者に必要にして、十分なレベルの講習にしていくとい

うことを考えて申し上げたものでございます。 

 ちなみに、資格ごとの登録数です。今、４月21日時点で申しますと、いわゆる２年以上

の実務経験で登録している方1,088、それから宅建業法の資格1,287、賃貸住宅の管理業務

163、マンション管理業務43でございます。 

○岩下座長 ありがとうございました。 

 夏野議長、いかがでしょうか。 

○夏野議長 ちょっと、僕の質問は、宅建の、いわゆる建築基準法上の知識とかは、もち

ろん契約のときには必要かもしれませんが、あるいはチェックするのには必要かもしれま

せんが、実際に、いわゆる住宅宿泊管理をしていく、オペレーションをしていくことには

何の参考にもならないと思うのです。 

 言いたいことは、宅建の資格を持っている人は、住宅宿泊管理業者の登録ができてしま

うということは、ざるなのではないかと、つまり、関連する知識はあるのでしょうけれど

も、例えば、２年間の実務経験というのは、何の実務経験のことをおっしゃっているので

すか、宅建業者としての実務経験なのですか、それとも管理の実務経験なのですか。 

○岩下座長 いかがでしょう。 

○竹内参事官 要は住宅の取引又は管理・・・ 

○夏野議長 ですから、不動産取引の実務経験が２年あっても、住宅宿泊管理業はできな
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いと思うのですよ、結局、誰かに丸投げすることになるような気がするのですけれども、

そういう実態は把握されているのでしょうか。 

○竹内参事官 少なくとも、今、現行の要件で特段、支障が生じているとは認識しており

ません。 

○夏野議長 というか、結局、すごく要件を緩和しても、恐らく問題は起きないというよ

うな印象を受けますが、ぜひ、その実態も調査していただければと、つまり、結局再委託

で、間を通しているだけであれば、その間を通しているだけでお金が余計にかかっている

わけで、手間暇もかかっているだけで、あまりクオリティの向上、実際上の運営管理の向

上にあまりつながらないような印象も受けましたので、ぜひその実態を、再委託の実態と

かを、ぜひ調べていただければと思いました。 

 以上です。 

○岩下座長 ありがとうございました。 

 小針専門委員、クイックにお願いします。 

○小針専門委員 御説明ありがとうございました。 

 今回、住宅ということで、先ほど話にもありましたけれども、住宅としての資産をきち

んと管理する、そのためにどうするのかということと、その上で、管理業務としてどうい

う人が、どういうことができていると、その業をやる人として適切なのかということを少

し整理した上で考えたほうがいいと思います。住宅の管理は、所有者の責任の部分、もと

もと委託する前の、住宅宿泊事業者の責任もあると思いますし、それぞれの人に応じて何

が必要なのかということを検討した上で、この見直しの方向はそれでいいと思いますので、

御検討を進めていただければと思います。よろしくお願いします。 

○岩下座長 ありがとうございました。 

 今のはコメントということで、今後の参考とさせていただきたいと思います。 

 では、落合専門委員、よろしくお願いいたします。 

○落合専門委員 ありがとうございます。 

 私のほうから何点かございます。１つが、私、前回の投資等ワーキングで議論に参加し

ていたこともございまして、その際に議論させていただいた内容として、前回の実施計画

にも書いていただいたところとして、厚労省さんと観光庁さんのほうに民泊を始めやすい

ように申請手続の簡素化であったりとか、書類の簡素化、合理化を図るというようなこと

を書かせていただいたことがありました。その後、１年程度経っていることがございます

ので、本日は御出席されているのは、観光庁さんだと思うのですが、その後の状況がどう

なっているかを伺いたいというのが１つ目でございます。 

 ２つ目が、議論を伺っている中で、簡易宿所と住宅宿泊事業との関係で、どちらを進行

するのが適切なのかは、いろいろ御意見があるとは思います。その中で、本日の御提案者

の皆様としては、それぞれニーズが違うので、両方ともそれぞれ改善できるタイミングで

改善していただきたいという、何かこういうことをおっしゃっていただいたということで
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いいのかということです。殊さら今回の提案だけに寄せたいわけではなくて、今回は、住

宅宿泊事業にこういう提案のチャンスがあったので、こういう議論になっていることでい

いのかということです。 

 第３点として、先ほど林専門委員がおっしゃっていただいたのは全くそのとおりと考え

ております。中身としては、夏野議長がおっしゃっていただいたように、経験がマッチし

ていないのではないかと思われますので、どちらかというと旅館業であったりとか、住宅

宿泊事業を過去に運営したことがある方のほうが、よほど適切な経験を持っておられると

思われます。これは、さっきの２つの類型の業態のどちらで民泊を推進するかはともかく

として、管理をできるだけ適切な能力を有する方に担当いただいたほうがマッチするだろ

うということは、これは関係なく検討されるべきことのように思われます。そういった視

点や、もしくは地元にお金を落とせるようにするという意味で、DMOだったり、そういうの

をやっている方も考えられるように思われます。都会の業者に金を落としてもしようがな

いということは、多分、これだけで進むかどうかというのは別の論点で、なるべく地元に

お金を落とせるようにする仕組みという意味でも整備が大事なのではないかと思いますの

で、そういった観点で御検討をいただけないかということが第３点目です。 

 以上でございます。 

○岩下座長 ありがとうございました。 

 では、第１点目の点について、観光庁さんから、すみません、時間が限られております

ので、クイックにお願いします。 

○牧田室長 観光庁の牧田と申します。 

 落合専門委員のほうから御指摘がありました、本日は管理業のほうでやられております

けれども、昨年は特に届出、まさに住宅宿泊事業そのものをやれる皆さんが、簡素にでき

るようにということで御指摘を賜っておりました。 

 昨年度に実施したことといたしまして、民泊制度運営システムというものを我々は運営

しておりますけれども、その機能におきまして、届出書について申請事項を入力後、電子

ファイルを追加的にアップロードせずに、直接入力したものが、そのまま届出様式として

提出可能になるといったことですとか、欠格事由に該当しないという誓約書や安全の措置

に関するチェックリストの添付をわざわざ求めるではなくて、確認したことをチェックボ

ックスにチェックしてもらえばいいといったシステム改修を行っております。 

少しずつではありますけれども、こういったことで、可能な限り、住宅宿泊事業をこれか

らやりたいといった方が、効率的に届出ができるようにということで改善しているところ

です。 

 引き続き、住宅宿泊事業をやりたいといったような業界の皆さんも含め、意見を賜りな

がら改善をしていきたいと考えております。 

 以上になります。 

○岩下座長 ありがとうございました。 



26 

 

 落合専門委員、あとは上山さん、宮田さんへの御質問ですか。 

○落合専門委員 そうですね、あと最後は、国交省さんです。 

○岩下座長 では、皆さん、それぞれ本当に一言ずつぐらいでコメントをいただけますか。 

○上山代表理事 宮田さん、お願いします。 

○宮田代表取締役 ごめんなさい、時間がない中で、もう一度、質問の趣旨を確認させて

ください。 

○落合専門委員 簡易宿所と、本日議論をしていた住宅宿泊事業と、どちらのほうがより

推進に資するのかというのは、いろいろな議論があるということではあります。このため、

判断がつかない部分はあると思うのですが、ただ、それぞれ需要者や、ニーズが異なると

いうことがあるので、どちらのほうもそれぞれ議論を進められるタイミングで進めたいと

いうことで良いかということです。今回は、住宅宿泊事業のほうが、機会があったので、

そういう形で御提案されていると理解して宜しいかどうかということです。 

○宮田代表取締役 おっしゃるとおりの御理解で、そのとおりです。 

 それで、去年もこのプレゼンをさせていただいたのですけれども、まさにその旅館業法

とか住宅宿泊事業法とか特区民泊とか似たような制度が結構乱立をしていて、混乱をして

いるというのもありますので、こういったところも抜本的に将来的には見直していくべき

ではないかと思っておりますが、まずは、今回は、御指摘のとおりの理解で結構でござい

ます。 

○岩下座長 ありがとうございました。 

 国交省の竹内参事官、この質問に対してのコメントをお願いいたします。 

○竹内参事官 今後また引き続き検討していきたいと思います。 

○岩下座長 落合専門委員、よろしいですか。 

 それでは、所定の時間になってしまいましたので、クイックに、こちらも総括させてい

ただきたいと思います。 

 本日は、国土交通省様から業界さんからの御要望を受けて、講習制度の新設など、具体

的な方策を検討していくということ、これ自体は、当然、規制緩和のわけですから、前向

きな対応ということで、その方針を示していただいたということだと思います。 

 その上で、今後かなりクイックな検討体制と、それからスケジュールでやっていただく

ということもコメントしていただきましたので、まず、この件については、ぜひ、それは

それでベターオフでございますので、進めていただきたいと。 

 私自身は、Airbnbが当時から、あれがユニコーンになったということも含めて考えると、

日本であまりに複雑怪奇な規制があるので、結果として日本でユニコーンが生まれないの

ではないかという問題は、これは非常に切実な問題としてあると思うのですよ。 

 ただ、これは一朝一夕には解決しませんので、今回のようなところでちょっとずつ直し

ていきながら、いずれは抜本的に、やはり本来不要な規制は撤廃するというのが、規制改

革の原則でございます。今ある仕組みがせっかくあるので、それを使っていこうというの
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もよく分かるのですけれども、とりわけ、今日の議論で、管理業者の担い手の問題につい

て、規制があるがゆえにと、それは非常に悲しい事実だと思います。様々な選択肢を設け

て地域を活性化してくのは非常に大事ですので、そのために、もし、規制が邪魔をしてい

ることがあるとすれば、それは、ぜひ皆が知恵を集めて、それを良い方向に変えていくこ

とが必要であろうと思います。 

 また、観光庁さんにおかれても、こういったこと全体の、民泊に必要な申請の簡素化等

の具体的な対策がきちんとされているという話でございました。これも、ぜひ引き続き対

応をお願いしたいと思います。 

 それでは、第１の議論は、これにて終了したいと思います。住宅宿泊協会、シェアリン

グエコノミー協会、国土交通省、観光庁の皆様、誠にありがとうございました。これにて

退室いただいて結構でございます。 

 ありがとうございました。 

（議題１関係者退室） 

○岩下座長 本当に時間がなくて押してしまって恐縮ですが、議論２の規制改革ホットラ

インの対処方針に移ります。 

 事務局からの説明をお願いいたします。 

○川村参事官 今回、令和４年２月３日から令和４年２月28日までの期間に回答があった

提案について、資料３のとおり、処理方針案を作成いたしました。こちらは、企業による

農地の直接所有の要件緩和ということで、△という形にさせていただいております。 

 こちらは、日本商工会議所さんからの御提案でございまして、養父市の特区に関するも

のでございます。 

 こちらは、現在、特例制度のニーズと問題点の調査ということについて実施をしている

ところでございましたので、そういった事実関係を確認した上で御判断いただくというこ

とで、いかがかと考えております。 

 私のほうからは、以上でございます。 

○岩下座長 ただいまの事務局説明及び資料３の、養父市のいろいろな規制、地域特区で

規制緩和をしている案件の話ですが、これの処理方針についての御意見などございますで

しょうか。 

 よろしいですか。では、内容について、このまま進めさせていただいてよろしいでしょ

うか。 

 ありがとうございます。それでは、資料３のとおり規制改革ホットライン処理方針を決

定させていただきます。 

 それでは、本日の議論は、これにて終了させていただきます。 

 


